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宜
野
湾
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
公
表

宜
野
湾
市
に
お
け
る
人
事
行
政
の
運
営
に
つ
い
て
公
表
し
ま
す
。

宜
野
湾
市
で
は
、
平
成
17

年
12

月
に
宜
野
湾
市
人
事
行
政
の
運
営
等
の
状
況
の
公
表
に
関
す
る
条
例

を
制
定
し
、
同
12

月
26

日
付
け
で
施
行
し
て
い
ま
す
。
職
員
給
与
や
職
員
数
、
勤
務
条
件
な
ど
に
つ
い

て
情
報
を
毎
年
公
表
す
る
こ
と
で
人
事
行
政
の
透
明
性
を
高
め
、
そ
の
公
正
な
運
営
を
行
い
ま
す
。

尚
、
公
表
の
内
容
は
本
市
の
各
任
命
権
者
か
ら
の
報
告
と
各
種
調
査
資
料
を
基
に
作
成
し
て
い
ま
す
。
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１　職員の任用及び職員数に関する状況
（１）　職員の任用に関する状況（平成29年度）

ア　任命権者別採用者数

（２）　部門別職員数

（１）　職員採用候補者試験の試験職種、申込者数、受験者数、合格者等の状況

（２）　宜野湾市身体障害者を対象とした選考試験の実施状況

実施なし

（３）　宜野湾市民間企業等職務経験者を対象とした選考試験の実施状況

実施なし

※ 上記、市長部局で１8 人採用後、教育委員会へ 4 人出向。

※ 上記、市長部局 14 人のうち、11 人行政職、1 人建築職、2 人土木職。

※ 上記、消防 5 人は消防職。

イ　任命権者別退職者数

部門別職員数の状況と主な増減理由

※ 上記表においては、総務省地方公共団体定員管理調査に基づき作成しています。

（注）１　職員手当には退職手当を含めていません。

　　２　職員数は平成29年4月1日現在の人数である。
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会 計 部 門

人事課預かり（休職者）の増

土地課税部門の体制強化

職種変更による一般技能労務職（調理員）の減員

キャンプ瑞慶覧西普天間住宅地区跡地開発に伴う体制強化

幼保事務一元化による定員減

増加する消防需要への対応

再任用職員の活用による減員

定員管理上、他部門と比較しての減員
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二 次 合 格 者

12 人

0 人

1 人

2 人

0 人

1 人

2 人

6 人

24 人

一 次 合 格 者

15 人

6 人

4 人

8 人

2 人

1 人

9 人

20 人

65 人

受 験 者 数

98 人

27 人

26 人

23 人

4 人

1 人

30 人

62 人

271 人

申 込 者 数

129 人

37 人

29 人

35 人

5 人

6 人

33 人

91 人

365 人

職 　 　 種

上級行政職

中級行政職

初級行政職

行 政 職Ⅱ

土 木 職

建 築 職

幼稚園教諭

消 防 職

合 計

区  分
住民基本台帳人口

（平成30年1月1日）

歳 出 額

A

給　料 職 員 手 当 期 末 手 当 計　B

実 質 収 支 人 件 費

B

人 件 費 率

（B/A）

（ 参 考 ）

28年度の人件費率

％

12.0

％
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千円
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千円
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千円
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人

98,377
29 年度

水道
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（単位：人）

（単位：人）

( 各年４月１日現在　単位：人 )

２　職員の競争試験及び選考の状況（平成29年度）

（２）　職員給与費の状況（普通会計決算）

（１）　人件費の状況（普通会計決算）

３　職員の給与の状況

区  分
職 員 数

A

給　　与　　費 1人当たり

給与費（ B / A )

千円

5,238

千円

3,289,186

千円

809,349

千円

414,948

千円

2,064,889

人

628
29 年度
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採用2年経過後
給料額

（３）　職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成30年4月1日現在）

（５）　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年4月1日現在）

（４）　職員の初任給の状況（平成30年4月1日現在）

（７）　職員の手当の状況（平成30年4月1日現在）

（８）　特別職の報酬等の状況（平成30年4月1日現在）

※ 詳しい内容は、人事課のホームページでご覧になれます。

宜野湾市ホームページ　http://www.city.ginowan.okinawa.jp/　　　各課のページ　▶　総務部人事課　▶　人事課のページ

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいうものである。

（注）市議会議員の退職手当の支給はありません。

区分 平均給料月額

287,607 円

平均年齢

39.4 歳

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職

平均給料月額

345,888 円

平均年齢

52.4 歳

経 験 年 数 2 0 年

327,720 円

282,000 円

- 円

- 円

経 験 年 数 1 5 年

279,543 円

245,700 円

- 円

- 円

経 験 年 数 1 0 年

248,743 円

- 円

- 円

- 円

区 　 　 分

大 学 卒

高 校 卒

高 校 卒

中 学 卒

決 定 初 任 給区　　分

191,100 円

155,500 円

152,800 円

143,400 円

179,200 円

147,100 円

144,500 円

136,500 円

大学卒

高校卒

高校卒

中学卒

一般行政職

技能労務職 

一 般 行 政 職

技 能 労 務 職

計

2.60 月分

1.80 月分 

4.40 月分 

勧 奨 ・ 定 年 退 職

26.3655 月分 

33.27075 月分 

47.709 月分

47.709 月分

18,476 千円

自 己 都 合 退 職

19.6695 月分

28.0395 月分

39.7575 月分 

47.709 月分

6,382 千円

2％～20％加算

無

退 職 手 当

地 域 手 当

時間外勤務手当

特 殊 勤 務 手 当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

区　　分

平 成 2 9 年 度 平 均 支 給 額

定 年 前 早 期 退 職 特 例 措 置

退 職 時 特 別 昇 給

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成29年度）

支給職員1人当たり平均支給年額（平成29年度決算）

手 当 の 種 類

134,918 千円

140,022 千円

職員1人当たり平均支給年額

職員1人当たり平均支給年額

（平成 29 年度支給割合）

6 月期　1.550 月分

12 月期　1.750 月分

計　　3.300 月分

（平成 29 年度支給割合）

6 月期　1.550 月分

12 月期　1.750 月分

計　　3.300 月分

901,000 円

742,000 円

479,000 円

426,000 円

409,000 円

400,000 円

市 長

副 市 長

議 長

副 議 長

常任（運営）委員長

議 員

給　　料

報　　酬

200 千円

207 千円

22.5%

56,197 円

14 種

内　　容 国の制度との異同

制 度 な し

国 の 制 度 と 異 な る 内 容

勤続 20 年

勤続 25 年

勤続 35 年

最高限度額

支 給 率

役 職 加 算

職務の級等により

5％～15％加算

区　　分

期末手当（平成29年度支給割合）

勤勉手当（平成29年度支給割合）

計

配偶者月額 6,500 円、子月額 10,000 円、父母等 6,500 円

16 歳から 22 歳の子１人につき 5,000 円加算
同

同

異

住居を借り受け家賃を支払っている場合に支給

上限月額 27,000 円

通勤距離が片道2km以上から支給

交通機関利用は定期券等の額　上限月額 55,000 円

自家用車等使用は距離に応じて月額 2,300 円～40,000 円

自家用車等使用は距離に応じて月額

4,200 円～ 31,600 円

退 職 手 当
（算定方法：任期4年満了の場合）

期 末 手 当給 料 月 額 等区 　 　 分

給料月額 × 在職期間4年 × 500/100

給料月額 × 在職期間4年 × 300/100

-

-

-

-

徴税及び滞納整理手当

福祉事務従事手当・建築主事手当 

消防活動手当・福祉事務従事手当

代 表 的 な 手 当 の 名 称
支 給 額 の 多 い 手 当

多くの職員に支給されている手当

1 2 月 期

1.375 月分 

0.950 月分

2.325 月分

6 月 期

1.225 月分

0.850 月分

2.075 月分 

期末・勤勉手当

（６）　一般行政職の級別職員数の状況（平成30年4月1日現在）

1 級

主 事

38 人

8.9%

2 級

主 事

78 人

18.4%

3 級

主任主事

165 人

38.8%

4 級

係 長

83 人

19.5%

5 級

課 長

42 人

9.9%

6 級

次 長

10 人

2.4%

7 級

部 長

9 人

2.1%

合　計

425 人

100%

区     分

標 準 的 な 職 務 内 容

職 員 数

構 成 比

主

要

三

手

当

2 8 年 度 支 給 総 額

2 9 年 度 支 給 総 額


